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グローバル化による温暖化や産業の発展､ 交
通機関の発達などにより､ 災害頻度は世界的に
も年々増加している｡ 複合災害をもたらした東
日本大震災は未曾有の災害であり､ 総務省統計
局54)の住民基本台帳人口移動報告によると､ 平

成23年における岩手県､ 宮城県及び福島県の転
出超過数の合計は､ ４万1226人となり､ 前年に
比べて３万680人の増加となっている｡ 原発災
害は特異なものであり､ 東京電力福島第一原子
力発電所周辺の自治体である双葉郡８町村の全
世帯を対象とした住民実態調査12)によると事故
後半年間の間に何度も避難場所を変えざるを得
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Reviewing literature on post-disaster
relocation care for elderly people

渡 邊 美 保 (Miho Watanabe)＊ 野 嶋 佐由美 (Sayumi Nojima)＊

�� ��

本研究では､ 災害後の高齢者のリロケーションケアに関する文献レビューを行い､ 災害時の高齢者のリロケーション
ケアの示唆と今後の研究への展望を明らかにすることを目的とした｡ 医学中央雑誌を用いて高齢者､ 災害､ 転居などの
キーワードを用いて検索し､ 20文献を対象とした｡ 抽出された災害後の高齢者のリロケーションケアとして､ 【健康問
題の回避】【精神的ケア】【生活環境の調整】【肯定的価値の創出ケア】【生活再建に向けた原動力の促進】【サービ
スの調整】【移行期のつなぎ】【住民組織の形成】の８つが抽出された｡ 今後は縦断研究を行い､ 災害サイクルに応じ
たリロケーションの全貌を明らかにし､ リロケーション後の健康状態を評価する尺度を開発していくことが求められる｡
また､ 様々な分野の知識を集積し､ 災害時のリロケーションケアに向けた関連機関との連携やリロケーションの手段や
情報伝達に関する技術開発といったイノベーションの必要性が示唆された｡
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In this study, we reviewed literature on post-disaster relocation care for elderly people in order to
clarify the future prospects of related research, and obtain some suggestions to promote such care. We
searched the Web Japan Medical Abstracts Society for target articles using the keywords“elderly people”,
“disaster”, and“relocation". Among the articles on post-disaster relocation care for elderly people that we
identified, 20 were analyzed, which led to the extraction of the following 8 factors: the“avoidance of
health-related issues",“mental care",“adjustments to the living environment",“care that facilitates one's
positive values”,“increasing one's motivation to return to a normal life”,“improving relocation services”,
“support provided during a period of transition”, and“establishment of resident organizations”. It is
necessary to conduct longitudinal studies in order to clarify the relocation services provided according to
the disaster cycle, and to develop a scale that evaluates elderly people's post-relocation health status. In
addition, our findings suggest a need to: 1) accumulate necessary information from various fields, 2) provide
post-disaster relocation care in cooperation with relevant organizations, and 3) develop techniques for
relocation and information delivery.
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ず､ ３～４回の人が47.2％､ ５回以上 (35.6％)､
１～２回 (17.2％) と一時的・長期的な移転
(以下､ リロケーション) を経験している｡
災害時､ 高齢者は避難弱者といわれるが､ 高

齢化が進む地域では高齢者が高齢者を支えるシ
ステムが自発的につくられており､ 避難所生活
で中心的な役割を担っている６)｡ このように高
齢者は長年の経験とこれまでの知恵があり､ 被
災してもたくましく乗り切れることが多いが､
一方で､ 身体的機能の低下により､ 生活環境の
変化を受けやすいといわれている10)｡ それゆえ
に､ 高齢者の災害時のリロケーションダメージ
を最小限に抑え､ 健康状態の維持と生活再建に
向けた舵とりを支援するための看護ケアを探求
することは急務といえる｡ これまで災害後の高
齢者の健康問題と看護に関する文献はあるもの
の50)､ 急性期に焦点を当てたものであるため､
他の災害サイクルにおける看護ケアについては
明記されておらず､ 災害後の高齢者のリロケー
ションケアについて概観した研究は少ない｡ し
たがって､ 災害後の高齢者のリロケーションを
概観し､ 既存の知識体系や課題を整理すること
は､ リロケーションに纏わる看護ケアの視点を
提供し､ 災害後の高齢者ケアの一助に貢献する
ことが期待される｡ 以上のことから､ 本研究で
は､ 災害後の高齢者のリロケーションケアにつ
いて文献レビューを行い､ 災害後の高齢者のリ
ロケーションを支援する看護ケアの示唆と今後
の研究への展望を明らかにすることを目的とす
る｡

��� �

１. 文献検索方法
������

対象とする論文は､ 次の選定基準を用いて選
定した｡ まず､ 文献レビューは他者の解釈が入
り混じらないように一次文献を用いた｡ さらに､
解説や特集､ 学会抄録 (会議録)､ 査読をうけ
ていない論文は除いた｡ 災害のキーワードでは
職業災害､ 手術に関する内容が含まれるため､
それらを除く自然災害の論文を用いた｡ 研究対
象者はリロケーションを行った高齢者､ もしく
はその高齢者を支援する医療関係者を対象とし､

高齢者のリロケーションケアについて記述され
ている論文を用いた｡
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文献はデータベース医学中央雑誌Web版を用
い､ 収録年数を1983年～2014年とした｡ ｢リロ
ケーション｣ ｢災害｣ のキーワードで探索した
結果､ ３文献であった｡ このなかから選定基準
を満たす論文１文献を用いた｡ 該当する論文が
少なかったため､ ｢災害｣ ｢避難｣ ｢高齢者｣ ｢会
議録を除く｣ ｢看護文献｣ で探索し､ 34文献の
うち選定基準を満たす５文献を用いた｡ 次に
｢災害｣ ｢避難｣ ｢高齢者｣ ｢生活｣ で探索し､ 103
文献のうち選定基準を満たす６文献を用いた｡
｢災害｣ ｢転居｣ では27文献であり､ 選定基準を
満たす２文献を用いた｡ さらに ｢災害｣ ｢高齢
者｣ ｢生活｣ では50文献であり､ 選定基準を満
たす14文献を用いた｡ 最終的に上記の論文から
重複した論文を除いた20文献を対象とした｡
本研究では､ 高齢者の災害後のリロケーショ

ンに関する国内文献を用いた｡ さらに､ 災害後
の高齢者のリロケーションに関わる現象､ 文脈
を幅広く把握するために､ 研究報告､ 資料､ 政
府が公表している災害関連の調査資料を活用した｡

２. 分析方法
対象文献は､ タイトル､ 研究デザイン､ 研究

方法､ リロケーションに関連するケアについて
整理した｡ 次に､ 災害後の高齢者のリロケーショ
ンケアが示されている文献から､ 高齢者のリロ
ケーションケアとして捉えた記述を抽出し､ 類似
した内容を集め､ カテゴリー化し検討を行った｡
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１. 対象文献の概要
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文献レビューの結果､ 量的研究デザインは20
文献中13文献､ 質的研究デザインは７文献であっ
た｡ 量的研究デザインは主に横断研究であり､
縦断研究は少なかった｡ また､ 高齢者を対象と
した実態調査や体験に焦点をあてたものであっ
た｡
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研究対象者は､ 災害によりリロケーションを
行った高齢者を対象としたものが18文献､ 高齢
者のリロケーションを支援した医療者や支援者
を対象としたものが２文献であった｡ 住まいご
とにみてみると､ 仮設住宅に住む高齢者を対象
とした論文は８文献､ 恒久住宅に住む高齢者を
対象としたものが３文献､ 復興住宅で暮らす高
齢者を対象とした論文は２文献､ 自宅で生活し
ている高齢者を対象としたものは２文献であっ
た｡ 現在の所在が記載されていない論文は３文
献あった｡

	�
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災害時の高齢者のリロケーションの影響要因
は､ ７文献で示されていた｡ このうち１文献は､
内閣府の調査を含む35)｡ 初期の避難行動に関連
している要因には､ 災害経験を活かした予測能
力55)63)が報告されていた｡ 二次避難の要因には､
避難所生活の環境要因が関連しており､ トイレ
等の構造上の問題13)､ 設備面で滞在に支障があ
ること､ 周りに迷惑がかかると感じたこと､ 避
難所運営等による不満､ 退去するようにという
説得や誘導35)が報告されていた｡ 長期避難を経
験した後期高齢者の帰島を決意させた要因には､

経済的要因､ 家族的要因､ 心理的要因､ 健康に
関連する要因､ コミュニティに関連する要因が
互いに繋がり絡み合い影響していた43)｡ 一方､
災害時のリロケーションを妨げる要因には､ 寝
たきりの家族を避難させる手段や支援者がいな
いこと19)､ 情報伝達の不十分15)があった｡

２. 災害後の高齢者のリロケーションを支援す
る看護ケア
文献レビューの結果､ 高齢者の災害後のリロ

ケーションを支援する看護ケアには【健康問題
の回避】､ 【精神的ケア】､ 【生活環境の調整】､
【肯定的価値の創出ケア】､ 【生活再建に向け
た原動力の促進】､ 【サービスの調整】､ 【移
行期のつなぎ】､ 【住民組織の形成】の８つが
抽出された (表１)｡
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【健康問題の回避】とは､ リロケーションに
よって生じる二次的合併症の予防であり､ ｢口
腔機能の維持｣ ｢食事摂取量の獲得のための支
援｣ ｢慢性疾患増悪への対処｣ ｢一歩踏み込んだ
健康状態の把握｣ が抽出された｡
｢口腔機能の維持｣ には､ 義歯や口腔乾燥に

関連する用品とケアの提供､ 口腔環境や機能を
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表１ 災害後の高齢者のリロケーションケア



維持するためのプログラムの導入32)の必要性が
示されていた｡ ｢食事摂取量の獲得のための支
援｣ では､ 口腔問題や嚥下障害のある人でも食
事が摂取できるように食形態を工夫し32)､ 食事
摂取量の減少や満足感の減少傾向に対し､ 食事
面への指導や支援22)が行われていた｡ さらに､
｢慢性疾患増悪への対処｣ として､ 薬剤の備蓄
の増加の必要性が示されていた30)｡ ｢一歩踏み込
んだ健康状態の把握｣ では､ 定期的な戸別訪問
の強化18)45)やお茶飲みや集会の場を利用して住
民の話を丁寧に聞くこと52)の必要性が報告され
ていた｡
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【精神的ケア】とは､ 災害やリロケーション
によって生じる精神的苦痛への長期的介入であ
り､ ｢ストレス状態のモニタリング｣ ｢見守り体
制の構築｣ ｢孤立化や閉じこもりの予防｣ ｢アル
コール依存への対策｣ が抽出された｡ ｢ストレ
ス状態のモニタリング｣ では､ 精神的苦痛を緩
和し､ ストレス状態をモニタリングしていくこ
と31)､ 家の修復が一段落し､ ほっとする時期へ
の適切な支援18)､ 生活に密着し､ 気持ちをくん
だ心理面へのサポート７)､ アウトリーチ機能と
それぞれの事情に即した資源の調整および情報
提供31)の必要性が示されていた｡ ｢見守り体制の
構築｣ では､ 信頼関係の構築等に時間を要する
ことから､ 暫定的に一定の公的な資源を投入し､
悩みや問題を抱え込まないように支援していく
こと31)､ 生活を見守る継続的なフォローの検
討20)が示されていた｡ ｢孤立化や閉じこもりの予
防｣ には､ 訪問による積極的な声掛け38)､ 仮設
住宅から恒久住宅へ移転する人が増加するなか､
残った人々の孤立化や閉じこもりを防ぐこと45)

が示されていた｡ 仮設住宅での生活は人との交
流や外出頻度が減るため､ ｢アルコール依存へ
の対策｣ や継続的なケアが求められることが示
されていた20)38)｡
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【生活環境の調整】とは､ 高齢者の行動が妨
げられないように､ そして､ 過ごしやすい場所
となるように環境を調整することであり､ ｢生
活動線の確保｣ ｢室温の調整｣ が抽出された｡

避難所では少しでも利用者に安心してもらうた
めに､ トイレに近い場所に居場所を確保してい
た17)｡ また､ 仮設住宅は室温の変動が大きく､
居住スペースの限界から､ 居間を寝間として利
用する人もおり､ 就寝前の体温低下が不眠の一
因になることが予測されることから､ 四季を通
した生活環境の調整や健康状態の把握が示唆さ
れていた49)｡
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【肯定的価値の創出ケア】とは､ 高齢者のもっ
ている力に働きかけ､ その人なりの解決策を促
すことであり､ ｢被災体験の共有と受け入れの
促進｣ が抽出された｡ ｢被災体験の共有と受け
入れの促進｣ では､ 高齢者なりの震災への受け
止め方を理解し､ その人なりの受け入れ方がで
きるように促すこと40)､ 健康チェックに終始せ
ずに､ 体験している現実的な困難を打ち明ける
機会を設けるケア18)が示されていた｡ 一見､ ネ
ガティブな言葉の中にも､ 高齢者なりの力量が
隠されているため､ 同じ体験を経験した人たち
が互いに内面を語り合い体験を共有できる機会
を設けることの必要性が示されていた41)｡
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【生活再建に向けた原動力の促進】とは､ 高
齢者の自発性を阻害する要因に働きかけ､ 生活
再建に向けて自発的な行動意欲を促進すること
であり､ ｢生活力量を妨げる不安定要因への介
入｣ と ｢自発的な行動意欲の支援｣ が抽出され
た｡ ｢生活力量を妨げる不安定要因への介入｣
では被災高齢者の生活力量に関連する不安定要
因をみつつ､ 必要時､ 家族とのかかわりや専門
的な介入を行うといったケアの必要性が示唆さ
れた39)｡
｢自発的な行動意欲の支援｣ では､ 地域の復

興のために住民自身による自発的な地域活性化
に向けた行動への意欲と連携の１つとして､
地域おこし活動 (絆活動) の支援がなされてい
た61)｡

&��'()*���


【サービスの調整】とは､ 生活再建に向けて
必要な資源を提供することであり､ ｢保健福祉
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サービスの充実｣ ｢ソーシャルサポートの提供｣
｢地域社会と接点がもてる機会の創出｣ ｢交通手
段の確保｣ ｢経済的支援の導入｣ が抽出された｡
｢保健福祉サービスの充実｣ には､ 定期的な

健康診査や家庭訪問､ 暖房器具の補助､ 風よけ
の設置49)があった｡ ｢ソーシャルサポートの提供｣
では､ 家族のサポートがない人や配偶者を失っ
た人へのサポート体制21)22)の必要性が示されて
いた｡ ｢地域社会と接点がもてる機会の創出｣
には､ 避難者にとって避難者と呼ばれることへ
の抵抗感やスティグマへの警戒､ 個別のライフ
スタイルがあることから､ それぞれの事情をか
んがみながら過度な介入とならないよう心がけ
つつ､ ｢地域社会と接点がもてる機会の創出｣
の必要性が示されていた31)｡ ｢交通手段の確保｣
では､ 車を持たない高齢世帯に対し､ 生活拠点
が遠方の場合､ 身近に利用できる公的な交通機
関､ 訪問サービスの充実７)､ 通院手段の確保32)

の必要性が示されていた｡ 経済的な問題を抱え
る人々に対しては医療費の減免38)といった ｢経
済的支援の導入｣ があった｡
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【移行期のつなぎ】とは､ 生活の場の移り変
わりや災害発生後の時間経過とともに､ サービ
スがとぎれないように関連機関との連携や継続
支援を行うことであり､ ｢広域医療連携による
フォローアップ｣ と ｢健康と生活過程の継続支
援｣ が抽出された｡ ｢広域医療連携によるフォ
ローアップ｣ には､ 災害発生から時間が経過し
てゆくほどに健康支援が手薄となり､ 山間部の
過疎地域は地域の保健・医療体制から取り残さ
れてゆくことが危惧されることから､ 地域の医
療・保健体制等を踏まえた保健人材の確保と広
域連携によるフォローアップの必要性が示され
ていた61)｡ 仮設住宅と自宅との二重生活をしな
がら生活再建の途上にある高齢者は自身の身体
を顧みる機会が少なくなるため､ 高齢者への
｢健康と生活過程の継続支援｣ が行われてい
た52)｡
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【住民組織の形成】とは､ 近隣関係の希薄化
に対し､ 新たに住民組織を再構築することであ

り､ ｢高齢者同士の相互扶助の促進｣ ｢住民同士
が集える場の提供｣ ｢交流関係の促進｣ が抽出
された｡ ｢高齢者同士の相互扶助の促進｣ には､
被災高齢者同士の相互扶助を可能にする地域条
件の整備39)､ 住民同士で支え合うコミュニティ
づくり46)が示されていた｡ ｢住民同士が集える場
の提供｣ は､ 高齢者自身のあきらめをつける力
量や住民同士でつながり支え合うという力量を
発揮できるように健康相談会や給食サービス等
の活動､ 社会の地域資源等を整えることが示さ
れている41)｡
｢交流関係の促進｣ には､ 仮設住宅から恒久

住宅への移行期にある人々に対し､ 災害後の困
難な生活の中で新しいことへの挑戦の連続に疲
れる時期に人間関係をつくるための個別ケアの
提供体制の強化20)が示されていた｡
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文献レビューを踏まえ､ 災害後の高齢者のリ
ロケーションを支援するための看護ケアと今後
の研究への展望について考察する｡

１. 災害後の高齢者のリロケーションケアの特徴
リロケーションの概念分析では＜生活・空間

の変化＞＜対人的環境の変化＞＜自己の変化＞
＜混乱＞＜対処＞＜立て直し＞の６つ属性が抽
出された60)｡ ここでは文献レビューの結果から
抽出された８つのケアについて､ リロケーショ
ンの属性との関連を踏まえ､ 考察する｡
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【精神的ケア】【肯定的価値の創出ケア】は
重要な看護ケアとして抽出され､ これらはリロ
ケーションの属性の＜自己の変化＞から生じる
＜混乱＞と､ それらの＜対処＞に関連したケア
と位置づけられよう｡
高齢者は住み慣れない土地へのリロケーショ

ンによって不安や生きがいの喪失56)といった
＜自己の変化＞に直面し､ 仮設住宅入居２年後
の高齢者のなかには以前の自分らしさがない､
出せない､ 今後の生活についても目標をもてな
い38)という＜自己の変化＞を感じている｡
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障害や難病､ 認知症の方を抱えた家族は病気
を抱えた家族のことを隠したがり35)､ 県外への
避難者は ｢避難者｣ と呼ばれることへの抵抗感
やスティグマへの警戒を抱えているため31)､
新たな土地にリロケーションすることの精神的苦
悩､ 不確かな避難生活の継続性による＜混乱＞56)

に陥っている｡ 一方で高齢者は､ 今までの生活
体験から家の切り盛りをしてきたという誇りと
自負があり､ 先祖代々の家を守り､ 子供が帰っ
てきた時の居場所を確保したいという責務や日
頃から嗜んできた短歌などの気分転換を図り18)､
自分なりの＜対処＞を行っている｡ また､ 災害
時においても被災者同士の相互作用や自らの被
災体験の相対化によって新たな価値観を獲得し､
被災と被災後の生活にあきらめをつけながら受
け入れ､ 生活をコントロールしている39)｡ この
ように､ 高齢者は長年の経験や知恵をもとに
＜対処＞する力をもっているため､ 看護者は高
齢者のもてる力を引き出し､ 【肯定的価値の創
出ケア】を促進していくことが求められる｡
さらに､ 災害の緊急事態や大惨事によるリロ

ケーションによって生じる＜自己の変化＞＜混
乱＞を緩和するため､ 看護者は高齢者自身の
＜対処＞を引き出し､ 肯定的なフィードバック
等により【肯定的価値の創出ケア】や【精神的
ケア】を提供することが重要であろう｡ したがっ
て､ 看護者は高齢者・家族の個々人の悩みに耳
を傾け､ その人の前向きの姿勢を見守り促進す
るケアが求められるといえよう｡
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【生活環境の調整】【生活再建に向けた原動
力の促進】は重要な看護ケアとして抽出され､
これらはリロケーションの属性の＜生活・空間
の変化＞に伴う＜対処＞や＜立て直し＞に関連
したケアと位置づけられよう｡
災害の緊急事態や余波はストレスや混沌とし

たものを含んでおり３)､ ＜生活・空間の変化＞
は室温との関連による循環障害の悪化16)､ 感染
症の発症､ 転倒や日常生活動作の低下６)､ 生活
不活発病29)34)､ せん妄10)､ 精神的混乱４)を引き起
こしている｡ 一方で､ 高齢者は自分ができるこ
とを行おうとする意識をもち､ 隣人・家族と支

え合い39)＜対処＞しつつ､ 地域おこし活動61)や
日常生活の楽しみ､ 情報交換､ 生活の支援39)を
活用し､ ＜立て直し＞に向けた原動力にしてい
る｡ このように､ 被災者・避難者が中心的担い
手となってネットワークを自分たちで形成する
ことが求められており44)､ 看護者は高齢者自身
の自主性を尊重し､ 過度な介入によって自尊心
を阻害しないように心がける必要がある｡
看護者は【生活環境の調整】を行い､ 高齢者

自身が災害の復興に携わることができるよう地
域の活動支援を通して【生活再建に向けた原動
力】を高めるケアを行っていた｡ 災害によって
＜生活・空間の変化＞が一変するなか､ 看護者
は高齢者が困難に＜対処＞する力を引き出し､
【生活環境の調整】を図り､ ＜立て直し＞によっ
て自らの生活を営むことができるよう【生活再
建に向けた原動力の促進】を支援していくこと
が求められる｡ 双葉８か町村の調査では12)､ 帰
還まで待てる年数として､ 65～79歳の高齢者で
は１～２年と回答した人が多く (39.1％)､ 80
歳以上の方も､ １～２年と回答した人が多かっ
た (35.8％)｡ したがって､ 看護者は時間軸を
考慮に入れながら､ 高齢者が選択した場所で生
活再建が行えるように､ 多様な選択肢を含めた
リロケーションの支援策を検討していく必要が
ある｡
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【サービスの調整】【移行期のつなぎ】は重
要な看護ケアとして抽出され､ これらはリロケー
ションの属性の＜立て直し＞に関連したケアと
位置づけられよう｡
過疎地域は震災により､ さらなる人口流出､

高齢化といった大きな負荷が生じているものの､
高齢者は家族､ 同じ地域の人々､ ボランティア61)､
自治会の後押しにより､ 布巾や台ふきを作り､
生活の張り合いを見出す48)といった＜立て直し＞
を行っていた｡ 災害により､ 高齢者を取り巻く
状況が変化するなか､ 看護者は高齢者に対し､
ソーシャルサポートの補完や社会との接点をも
てるように【サービスの調整】を行い､ 様々な
機関と連携し､ 【移行期のつなぎ】を行ってい
た｡ 近年､ 全国避難者情報システムの構築によ
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り､ 避難前に住んでいた市町村や県の避難者の
所在地等の情報把握が可能となり､ 様々なお知
らせが届くサービスもある｡ そのため､ 看護者
は高齢者にこのような利用可能なサービスがあ
ることを伝え､ 【サービスの調整】や【移行期
のつなぎ】に反映していくとともに､ 情報の多
さによって混乱しないように１つ１つ説明する
など細やかな配慮を行うことが求められる｡ さ
らに､ 自然災害対策の救助法制では仮設住宅が
劣化しても立て直さず､ みなし住宅の住み替え
も､ 住み替えによって避難が終了したとみなさ
れ､ 支援が打ち切られる状況にある23)｡ 今後､
制度の狭間で積み残されている長期避難高齢者
の【移行期のつなぎ】をどのように支援してい
くかは重要な課題といえるであろう｡
したがって､ 看護者は高齢者の脆弱性を増強

させる社会的要因や経済的要因11)を捉え､ 生活
の＜立て直し＞に必要な【サービスの調整】を
行い､ 【移行期のつなぎ】を強化していくこと
が求められる｡
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【住民組織の形成】は重要な看護ケアとして
抽出され､ リロケーションの属性の＜対人的環
境の変化＞と＜対処＞に関連したケアに位置づ
けられよう｡ 災害によって新しい環境に移るこ
とは文化など様々な移動を伴い25)､ 高齢者は
＜対人的環境の変化＞といった新たな挑戦を強
いられる｡ 自宅の再建により子供と同居してい
る高齢者や恒久住宅に移った高齢者は地域や家
族構成の変化といった＜対人的環境の変化＞か
ら生活に馴染めず､ 近所つきあいの困難感を抱
いている20)｡ 一方で､ 仮設住宅からのつながり
を維持し､ 同じ被災者として安否確認を行った
り､ 共に行動する高齢者や知り合いを作るため
に給食サービス等に参加する高齢者40)もいて､
＜対処＞していることが報告されている｡ この
ように､ 高齢者を取り巻く環境が変化するなか､
看護者は高齢者が＜対人的環境の変化＞に＜対
処＞し､ 他者との関係を織りなすことで【住民
組織の形成】が創造できるように関わっている
ことが明らかになった｡
さらに､ 震災により転々と避難先を変えざる

を得ない状況のなか､ 家族離散が生じている12)｡

このような家族離散は､ 高齢者の心身の安寧や
介護力の低下につながることが懸念されるため､
看護者は高齢者が＜対人的環境の変化＞に対し､
＜対処＞できるように､ 世帯数の変化から支援
が必要な高齢者を見極め､ 【住民組織の形成】
の場や機会を設けることで､ 地域に溶け込むこ
とができるよう支援していくことが求められる｡
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【健康問題の回避】は､ リロケーションの属
性とは一致しなかった｡ しかしながら､ 【健康
問題の回避】はリロケーションの帰結に含まれ
る ｢喪失｣60)に関連するケアといえよう｡ 高齢者
は災害時“transfer trauma”を経験する可能性
があり､ 栄養低下､ 脱水､ 褥瘡や薬の相互作用､
副作用のリスク､ 温暖の差が感染症のリスクを
早め､ 慢性疾患を悪化させることが報告されて
いる５)｡ それゆえに､ 看護者は物資の供給を待
たずに様々なケアの工夫を講じることが求めら
れる｡ その例として､ 経管栄養の連結管の代わ
りにストローを代用したケース57)や､ 新聞紙や
ごみ袋で寒さをしのいだり59)､ 低体温を予防す
るために輸液パックを温める27)といった身の回り
の物を用いた活用例が報告されている｡ このほか
にHelp Age Internationalのガイドライン16)に
は物資の配給とともに戸別に訪問することで脆
弱性のアセスメントも並行して行う“food on
foot”のプロジェクトが示されている｡ また､
我が国でも仮設住宅の集会場で集団を対象とし
た健康相談や健康支援活動が行われており62)､
看護者は高齢者が直面する身体的・心理的 ｢喪
失｣ に対し､ 【健康問題の回避】を行っている
ことが明らかになった｡ 以上のことから､ 看護
者は平時より身のまわりにある物がケアに応用
ができないか平時より柔軟な思考を培っていく
とともに､ リロケーションに伴う喪失によって
高齢者の健康状態が悪化しないよう【健康問題
の回避】を行っていく必要がある｡

２. 災害後の高齢者のリロケーションケアの実
践への示唆
抽出された高齢者の災害後のリロケーション

ケアの特徴として､ ｢高齢者自身の意向の確認｣､
｢従来の生活環境とのギャップの補い｣､ ｢内に
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秘めた悩みの発掘｣ があげられる｡
リロケーションの影響要因には本人以外の意

思が含まれており､ 高齢者の意向が必ずしも反
映されていないことから､ ｢高齢者自身の意向
の確認｣ は重要と言える｡ さらに､ リロケーショ
ンによって､ 生活環境が変わることにより体調
を崩す恐れもあるため､ 【生活環境の調整】に
よって ｢従来の生活環境とのギャップの補い｣
を行うことで【健康問題の回避】につなげてい
る｡
【精神的ケア】は災害後の高齢者の ｢内に秘

めた悩みの発掘｣ につながり､ 具体的ケアとし
て【肯定的価値の創出ケア】や必要に応じた
【サービスの調整】【住民組織の形成】【生活
再建に向けた原動力の促進】など【移行期のつ
なぎ】を行っている｡ このなかでも災害時の高
齢者のリロケーションケアとして特徴的な ｢高
齢者自身の意向の確認｣ とケアとして抽出され
た【移行期のつなぎ】について考察する｡
文献レビューから抽出されたリロケーション

の影響要因には医療者や家族の意向などが含ま
れていた｡ さらに､ 一時避難可能性は男女とも
加齢とともに有意に低下し (p＜0.01)､ 年齢別
にみてみると､ 男性では85歳以上から､ 女性で
は80歳以上から85％以下に低下することが示さ
れている42)｡ また､ 住み慣れた土地を離れるこ
とに対して､ 難色を示す高齢者もいる37)｡ この
ように､ 必ずしも高齢者自身の意向がリロケー
ションに反映されているとは言い難い｡ 不本意
/義務的なリロケーションは､ ヘルスケアの混
乱､ ソーシャルネットワークの変化､ 生活状況
の変化､ 心理的なストレスを引き起こすことが
あり58)､ リロケーションさせられた人は他の人
に比べて､ PTSDの徴候が高い36)と言われている｡
これらは､ 喪失とも関連しており､ Meleis33)は､
移民や難民が経験する喪失は家から無理やり追
い出されたかどうか､ 家が戦争によって壊滅的
打撃をうけたかどうか､ 新生活を始めるために
所有物を取り除くことを強いられたかどうかに
よって異なると述べている｡ そのため､ 看護者
はリロケーションによる喪失体験を最小限に抑
えるために ｢高齢者自身の意向の確認｣ を行い､
自己決定を促し､ 本人の希望に沿えるよう【サー
ビスの調整】や【移行期のつなぎ】を並行して
いくことが求められる｡

避難所に避難した高齢者は一人でトイレに行
くことの困難さ､ 食事の準備や物資の配分など
を手伝えず､ 避難所に居づらい､ 食料配布の長
い列に耐えれない､ プライバシーや共同生活に
適応できないという居づらさを感じ､ 壊れた自
宅で生活をした高齢者もいる28)｡ しかし､ 家に
帰っても食料が底をつき､ 避難所に行っても､
周囲の目から食料をもらえない､ 掲示板による
情報が入らないことから十分な支援が行き届か
ないといった不自由さが生じている47)｡ また､
地域の活動条件 (活動の量､ 内容､ 人) が変わ
ることで､ いったんできていた地域の活動への
参加が途切れてしまう状況も生じている39)｡ こ
のように生活の場を移ることに伴い必要な支援
が受けれない状況が生じ､ 保健師の避難所活動
の課題にも継続支援が必要な者の引き継ぎや医
療機関との連携が含まれている51)｡ 災害カウン
セリングとサポートの終了とともに､ 多くの高
齢者がしばしばケアの断片的なシステムの特徴
からメンタルヘルスへの障壁に遭遇する可能性
があるといわれている９)｡ これらのことから､
情報伝達や物資の共有とともにメンタルヘルス
のハイリスク者の早期発見や支援窓口の開設が
求められる｡ 近年､ 原発避難者特例法53)により､
介護予防等のための地域支援事業､ 要介護認定､
養護老人ホーム等への入所措置に関する行政サー
ビスを避難先の自治体から受けることが可能で
ある｡ そのため､ 看護者は高齢者が必要なサー
ビスを継続できるよう【移行期のつなぎ】を強
化していく必要がある｡
【生活環境の調整】に関するケアには､ 水の

確保や衛生面に関連するケアは抽出されなかっ
た｡ その理由として､ 今回文献レビューに用い
た文献はリロケーションを行った高齢者を対象
としており､ 亜急性期～復興期の高齢者を対象
としたものが多かったことが考えられる｡ 災害
サイクルの急性期において､ 看護者はトイレの
衛生面の確保や感染対策に力を入れているが50)､
亜急性期～復興期においては生活に重きをおい
たケアに焦点が移っていくためだと考えられる｡
国連人権委員会決議によって承諾された国内強
制移動に関する指導原則14)の原則18には ｢適切
な生活水準に対する権利｣ の明記があり､ 不可
欠の食糧および飲料水､ 不可欠の医療サービス
および衛生設備が含まれている｡ このことから､
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看護者は基本的ニードの原点に戻り､ 公衆衛生
の視点をケアに活かしていくことが求められる
であろう｡

３. 今後の研究の展望に向けて
研究デザインは主に量的研究デザイン､ 横断

研究であり､ 縦断研究は少なかった｡ また､ 被
災した高齢者を対象とした実態調査や体験に焦
点をあてたものであった｡ そのため今後は縦断
研究を行い､ 災害サイクルに応じたリロケーショ
ンの全貌を明らかにしていくことが求められる｡
また､ 健康的によくない移住以降の潜在的な指
標には社会的隔離､ 文化的対立､ 身体的・心理
社会的な困難､ 心配､ うつ病やアルコール依存
などがあり８)､ 今後､ リロケーション後の健康
状態を評価する尺度を開発していくことが求め
られる｡
高齢者のリロケーションの影響要因について

記載されている文献は７文献あった｡ この他に
も､ 選定基準以外の文献において高齢者のリロ
ケーションの影響要因に関する記載がみられた｡
そのなかでは行方不明者の家族を探す､ 家畜の
世話をするために地域に戻る１)､ 漁業を行うた
めに元の土地に戻る24)､ 低収入､ 障害や高齢者
を抱えた家族､ 災害の過小評価､ 過去の災害を
乗り越えた経験､ 所有物を手放すことを好まな
いこと､ 輸送手段の欠如２)があった｡ 特に薬物
療法や酸素療法といった特別な条件を抱えてい
る高齢者の場合､ 家で過ごすことが最も安全で
あると感じている26)｡ このように､ 災害時の高
齢者のリロケーションの影響要因は様々であり､
今後､ 災害後も自宅にとどまる人や自宅に戻っ
た高齢者も含めて､ リロケーションのプロセス
を明らかにするとともに具体的な介入方法を検
討していくことが求められる｡

�������	
��

本研究では､ ｢リロケーション｣ をキーワー
ドとして文献検索を試みたが､ 検索結果が３文
献と少なかったことから ｢避難｣ ｢生活｣ ｢高齢
者｣ などの複数の関連キーワードを掛け合わせ
検索を行った｡ したがって､ 全ての高齢者のリ
ロケーションに関する看護ケアを網羅できてい
るとは言い難い｡ 今後は､ リロケーションのパ

ターン別に健康への影響要因について検討し､
具体的介入方法を明らかにしていく必要がある｡

�� �

災害後の高齢者のリロケーションケアに関す
る文献レビューの結果､ 以下のことが明らかに
なった｡
１. 災害後の高齢者のリロケーションケアとし
て､ 【健康問題の回避】【精神的ケア】【生
活環境の調整】【肯定的価値の創出ケア】
【生活再建に向けた原動力の促進】【サービ
スの調整】【移行期のつなぎ】【住民組織の
形成】の８つが抽出された｡

２. 研究デザインはおもに量的研究デザイン､
横断研究であった｡ また､ 被災した高齢者を
対象とした実態調査や体験に焦点をあてたも
のであった｡ 今後は縦断研究を行い､ 災害サ
イクルに応じたリロケーションの全貌を明ら
かにし､ リロケーション後の健康状態を評価
する尺度を開発していくことが求められる｡
さらに､ 様々な分野の知識を集積し､ 災害

時のリロケーションケアに向けた関連機関と
の連携やリロケーションの手段や情報伝達に
関する技術開発といったイノベーションの必
要性が示唆された｡
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